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１　調査の概要

（１）調査の目的

◆問題意識

「増加する港区の人口」と「減少する小売店数」

◆調査課題

区民の大半が居住している集合住宅の住民の日

用品を中心とした消費動向を把握し、地域の商店

街や商店に求められる課題を検討するため、２つ

の調査を実施しました。

①　平成27年度「港区における区民の消費に関す

る調査」（以下「港区消費調査」という。）

②　平成28年度「港区における商店街・商店等実

態調査」（以下「港区商店街調査」という。）

（２）調査対象と調査方法

調査主体は、港区政策創造研究所1です。

平成27年度「港区消費調査」では、区内17集合

住宅26棟に居住する8,665世帯に、調査票を直接

投函し、郵送で回収しました（図表１）。

図表１　「港区消費調査」の概要

内　　　　　　　　　容

調査方法と種類 郵便ポストへの直接投函、郵送による回収

調査時点及び期間
調査時点 : 平成27年７月１日現在

調査期間 : 平成27年７月17日から８月17日

集合住宅の配布数、

回収数及び回収率

配布数 回収数 回収率

全　体 8,665 2,757 31.8%

Ａ集合住宅（芝） 709 298 42.0%

Ｂ集合住宅（麻布） 71 17 23.9%

Ｃ集合住宅（麻布） 144 35 24.3%

Ｄ集合住宅（麻布） 95 30 31.6%

Ｅ集合住宅（赤坂・青山） 511 127 24.9%

Ｆ集合住宅（赤坂・青山） 507 123 24.3%

Ｇ集合住宅（赤坂・青山） 587 258 44.0%

Ｈ集合住宅（高輪・白金） 570 170 29.8%

Ｉ集合住宅（高輪・白金） 215 87 40.5%

Ｊ集合住宅（高輪・白金） 110 43 39.1%

Ｋ集合住宅（高輪・白金） 399 157 39.3%

Ｌ集合住宅（芝浦） 1,090 409 37.5%

Ｍ集合住宅（芝浦） 912 179 19.6%

Ｎ集合住宅（芝浦） 823 329 40.0%

Ｏ集合住宅（芝浦） 834 159 19.1%

Ｐ集合住宅（港南） 588 199 33.8%

Ｑ集合住宅（台場） 500 134 26.8%

平成28年度「港区商店街調査」では、「港区消

費調査」の対象住宅との位置関係を考慮し、９商

店街エリア内にある商店・事業所を直接訪問して

調査票を配布し、郵送で回収しました（図表２、３）。

図表２　「港区消費調査」と「港区商店街調査」の位
置関係

図表３　「港区商店街調査」の概要

内　　　　　　　　　容

調査方法と種類 直接配布、郵送による回収

調査時点及び期間

調査時点：平成28年７月１日現在

調査期間：平成28年７月１日から７月29日

一部、平成28年７月27日から８月12日

商店街エリアごと

の配布数、回収数

及び回収率

配布数 回収数 回収率

全　体 1,627 522 32.1%

芝商店会 102 42 41.2%

麻布十番商店街振興組合 541 146 27.0%

日赤通り商栄会 61 25 41.0%

赤坂一ツ木通り商店街振興組合 459 111 24.2%

白金北里通り商店会 107 51 47.7%

白金商店会 93 41 44.1%

白金プラザ会 87 32 36.8%

メリーロード高輪 60 33 55.0%

芝浦商店会 117 41 35.0%

　　　　　　　　　　　　　　
1 平成23年２月１日付で港区企画経営部内に設置した研究所で、各総合支所及び各支援部を政策形成面から支援す

ることを目的としています。

「港区消費調査」
調査対象集合住宅

「港区商店街調査」
調査対象商店街エリア

Ａ集合住宅 （芝） 芝商店会エリア

Ｂ集合住宅 （麻布） 麻布十番商店街振興組合エリア

Ｃ集合住宅 （麻布）

Ｄ集合住宅 （麻布）

― 日赤通り商栄会エリア

Ｅ集合住宅 （赤坂・青山） 赤坂一ツ木通り商店街振興組合エリア

Ｆ集合住宅 （赤坂・青山）

Ｇ集合住宅 （赤坂・青山） ―

― 白金北里通り商店会エリア

Ｈ集合住宅 （高輪・白金） 白金商店会エリア

Ｉ集合住宅 （高輪・白金） 白金プラザ会エリア

Ｊ集合住宅 （高輪・白金）

Ｋ集合住宅 （高輪・白金） メリーロード高輪エリア

Ｌ集合住宅 （芝浦） 芝浦商店会エリア

Ｍ集合住宅 （芝浦）

Ｎ集合住宅 （芝浦）

Ｏ集合住宅 （芝浦）

Ｐ集合住宅 （港南） ―

Ｑ集合住宅 （台場） ―

Ⅰ 調査の概要



3

２　港区の地域概況

（１）港区の位置

港区は、東京都のほぼ東南部に位置して、東は

東京港に面し、その北端でわずかに中央区に接し、

北は千代田区と新宿区に、西は渋谷区、南は品川

区、東は江東区にそれぞれ隣接しています（図表４）。

図表４　港区の位置

（２）港区の人口

平成29年（2017年）１月１日現在の住民基本台

帳によると、港区の人口は249,242人（男117,353

人、女131,889人）、世帯数は128,356世帯（世帯

数は日本人のみの世帯の数）となっています（図

５）。人口は、昭和59年（1984年）から長期的な

減少傾向に転じて、平成7年（1995年）４月には

15万人を割り込みましたが、近年の芝浦港南地域

での人口増加に伴い、平成29年（2017年）２月15

日に昭和38年（1963年）以来、54年ぶりに25万人

を突破しました。

（３）港区の住宅

「平成25年住宅 ･土地統計調査」（総務省）では、

港区の住宅総数は111,320戸、世帯総数は111,550

世帯となっています。「専用住宅（居住のみを目

的として建てられた住宅）」を建て方別に見ると、

「共同住宅」が93.0％を占めています。また、「共

同住宅」のうち「11階建以上」の割合は47.6％と

なっています。

（４）港区の商店街

平成28年３月31日現在、港区商店街連合会に加

盟している商店街数は57商店街（法人組織７、任

意団体50）、会員数は3,020店となっており、商店

街数及び会員数とも減少傾向にあります。（図表

59参照）

（５）港区の商店街の歴史的特徴

港区の商店街は、高度経済成長に伴って昼間人

口が増加すると、オフィス街に近接する商店街は

飲食店を中心にその規模を拡大しました。

また、住宅地に近接した商店街では都市開発、

地価高騰、スーパーマーケットの台頭、人口減少

で小売店が減る一方、飲食店が増加しました。　

近年の人口増加に伴い、新たな住民の消費をい

かにつかむかが商店街の課題となっています。

（資料）「住民基本台帳」より作成 ※各年１月１日現在、平成25年以降は、外国人人口を含む。

18,011 17,145 16,697 16,309 16,422 16,086 16,127 15,951 16,284 16,509 16,614 16,813 17,185 17,716 19,024 20,663 21,572 22,291 23,392 24,028 27,271 28,122 29,519 30,816 32,479
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165,185 166,789 169,317 170,720 173,608

23,012 23,558 24,073 24,583 25,363 26,255 26,954 27,465 28,392 29,142 29,785 30,282 30,914 31,725
32,870
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（人）

図表５　港区の人口動向
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１　世帯

（１）世帯主の年齢

世帯主の年齢は、54歳以下が５割を超えています

（図表６）。

世帯主の年齢別の世帯人員は、「34歳以下」を

除き、世帯主の年齢が若いほど世帯人員が多く

なっています（図表７）。

（２）世帯収入

世帯の中で収入がある人数は、「１人」が約半

数、「２人（夫婦・パートナー）」が４割です（図

表８）。主な収入の種類は、「給与（役員報酬を含

む）」の割合が最も高くなっています（図表９）。

また、世帯収入1,000万円以上の割合は、世帯

主64歳以下「共働き」世帯（タイプ D）が最も高

くなっています（図表10）。

Ⅱ「港区における区民の消費に関する調査」の概要

34歳以下
7.0%

無回答
0.2%

【n=2,757】

35歳以上
44歳以下

23.2%

45歳以上
54歳以下

24.4%

55歳以上
64歳以下

13.2%

65歳以上
74歳以下

15.9%

75歳以上
16.1%

図表６　世帯主の年齢

51.5%

32.9%

25.6%

19.7%

13.6%

23.3%

40.4%

51.6%

44.9%

36.2%

27.8%

32.1%

6.8%

12.8%

21.2%

24.0%

29.1%

25.9%

0.9%

2.5%

7.7%

17.3%

24.8%

17.1%

0.5%

0.2%

0.6%

2.8%

4.7%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

75歳以上
【n=441】

65歳以上
74歳以下
【n=438】

55歳以上
64歳以下
【n=363】

45歳以上
54歳以下
【n=671】

35歳以上
44歳以下
【n=640】

34歳以下
【n=193】

1人 2人 3人 4人 5人以上

※無回答は集計から除く。

図表７　世帯主の年齢×世帯人員

1人の収入

49.2%
2人（夫婦、
パートナー）

の収入
37.8%

2人（親子）の
収入
4.3%

3人以上の収入
2.5%

その他 1.0% 無回答
5.2%

【n=2,720】
図表８　世帯で収入のある人数

13.5%

78.6%

8.8%

1.6%

37.2%

18.0%

12.0%

11.1%

6.3%

30.9%

29.3%

5.1%

21.7%

16.3%

11.5%

35.9%

2.5%

50.1%

68.3%

15.8%

3.3%

1.8%

8.3%

7.4%

4.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
※ 無回答は集計から除く。

A 単身世帯・世帯主64歳
以下【n=334】

B 単身世帯・世帯主65歳
以上【n=276】

C 2人以上の世帯・1人収入・
世帯主64歳以下【n=557】

D 2人以上の世帯・共働き・
世帯主64歳以下【n=789】

E 2人以上の世帯・
世帯主65歳以上【n=349】

300万円未満 300万円以上600万円未満
600万円以上1,000万円未満 1,000万円以上3,000万円未満
3,000万円以上

給与 (役員
報酬を含む）

62.1%
自営業等の

事業収入

7.7%

年金

22.6%

不動産収入・

資産運用収入等
2.6%

収入はない
1.3%

その他
0.7% 無回答

3.0%

【n=2,757】

図表10　世帯類型×世帯収入

図表９　主な収入の種類
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２　生鮮食品を中心とした買い物

（１）買い物回数

７割半の世帯が、生鮮食品の買い物を週２回以

上しています（図表11）。

世帯類型により買い物の頻度は異なり、世帯主

64歳以下の「単身」世帯（タイプ A）は買い物を

する回数が少ないことがわかります（図表12）。

（２）商品の購入先

どの商品も「近隣のスーパー・量販店」で購入

する割合が最も高い傾向があります。次いで割合

が高いのは、野菜、酒類、日用品では「近隣の商

店街・個人商店以外の宅配サービス・ネット通

販」、肉類・鮮魚、医薬・化粧品では「近隣以外

の店舗」となっています（図表13）。

野菜の購入先は、どの世帯類型でも「近隣の

スーパー・量販店」の割合が最も高いですが、２、

３位は世帯類型によって異なります（図表14）。

世帯主64歳以下では、「近隣の商店街・個人商店

以外の宅配サービス・ネット通販」が２位（タ

イプ C、D）、３位（タイプ A）となっています。

また、世帯主65歳以上の世帯では、「移動販売車」

が２位（タイプ B）、３位（タイプ E）となって

います。

図表11　生鮮食品（野菜、肉類・鮮魚）の買い物回数
 【n=2,757】

ほぼ毎日
16.3%

26.9%

週に2回
程度
32.7%

週に1回程度
15.5%

週に1回未満
3.2%

その他
1.5% 無回答

3.8%

2日に1回程度 E 2人以上の世帯・
世帯主 65歳以上

【n=343 】

D 2人以上の世帯・
共働き・世帯主 64
歳以下【n=775 】

C 2人以上の世帯・
1人収入・世帯主 64
歳以下【n=555 】

B 単身世帯・
世帯主 65歳以上

【n=353 】

A  単身世帯・
世帯主 64歳以下

【n=345 】

ほぼ毎日 2日に1回程度 週に2回程度

週に1回程度 週に1回未満 その他

19.5%

18.1%

23.1%

11.0%

5.5%

33.8%

26.5%

33.3%

25.2%

17.4%

35.0%

34.1%

27.7%

40.2%

36.5%

8.2%

17.9%

13.5%

17.3%

26.7%

1.5%

2.7%

1.8%

2.8%

10.7%

2.0%

0.8%

0.5%

3.4%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8.7%

15.0%

3.2%

2.6%

4.0%

54.6%

42.1%

39.8%

66.4%

64.2%

1.8%

1.0%

5.2%

0.6%

1.2%

12.7%

20.5%

7.7%

13.2%

8.7%

0.8%

0.2%
3.2%

1.1%

1.3%

13.2%

7.7%

15.2%

9.0%

11.2%

0.0%

0.0%

0.0%
0.3%

3.0%

0.2%

1.5%

14.4%

1.0%
0.6%

2.1%

5.3%

1.7%
1.0%

0.9%

5.8%

6.7%

9.7%

4.8%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日用品

医薬・
化粧品

酒類

肉類・
鮮魚

野菜

近隣の商店街・個人商店 近隣のｽｰﾊﾟｰ・量販店
近隣のｺﾝﾋﾞﾆ 近隣以外の店舗
近隣の商店街・個人商店の宅配ｻｰﾋﾞｽ
近隣の商店街・個人商店以外の宅配ｻｰﾋﾞｽ・ﾈｯﾄ通販
移動販売車 購入しない その他 無回答

【n=2,757】

図表14　世帯類型×野菜の主な購入先（上位抜粋）

野菜の購入先
の順位

世帯類型
1位 2位 ３位

A 単身世帯・
世帯主64歳以下
【n=345】

近隣のスーパ
ー・量販店

近隣以外の店
舗

近隣の商店街・
個人商店以外
の宅配ｻｰﾋﾞｽ ･
ﾈｯﾄ通販

76.2% 7.0% 6.1%

B 単身世帯・
世帯主65歳以上
【n=331】

近隣のスーパ
ー・量販店

移動販売車
近隣の商店街・
個人商店

61.0% 10.9% 10.0%

C 2人以上の世
帯・1人 収 入・
帯主64歳以下
【n=554】

近隣のスーパ
ー・量販店

近隣の商店街・
個人商店以外
の宅配ｻｰﾋﾞｽ ･
ﾈｯﾄ通販

近隣以外の店
舗

66.4% 16.6% 10.1%

D 2人以上の世
帯・共働き・世
帯主64歳以下
【n=775】

近隣のスーパ
ー・量販店

近隣の商店街・
個人商店以外
の宅配ｻｰﾋﾞｽ ･
ﾈｯﾄ通販

近隣以外の店
舗

67.0% 18.1% 9.4%

E 2人以上の世
帯・世帯主65歳
以上【n=341】

近隣のスーパ
ー・量販店

近隣以外の店
舗

移動販売車

69.2% 7.6% 6.5%

図表12　世帯類型×生鮮食品の買い物回数

図表13　商品の購入先
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（３）平日の生鮮食品の買い物をする時間帯

平日の生鮮食品の買い物する時間帯は、「正午

～午後５時」の割合が最も高くなっています（図

表15）。

買い物をする時間帯は、世帯類型によって異

なり、世帯主64歳以下の「共働き」世帯（タイ

プ D）では「午後５時～午後７時」、「単身」世帯

（タイプ A）では「午後７時～午後10時」の割合

が高くなっています（図表16）。

11.1%

35.2%

22.5%
15.8%

2.1%

0.1%

平日に買わずに
休日に買う

6.3%

その他
2.8%

無回答
4.3%

【n=2,757】

深夜0時～午前6時

午後10時～
深夜0時

午後7時～
午後10時

正午～
午後5時

正午～
午後5時

午前6時
～正午

図表15　平日の生鮮食品の買い物をする時間帯

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

その他午前
6時～
正午

正午～
午後
5時

午後
5時～
午後
7時

午後
7時～
午後
10時

午後
10時～
深夜
0時

深夜
0時～
午前
6時

平日に
買わず
に休日
に買う

A 単身世帯・世帯主64歳以下【n=344】

B 単身世帯・世帯主65歳以上【n=349】

C 2人以上の世帯・1人収入・世帯主64歳以下【n=556】

D 2人以上の世帯・共働き・世帯主64歳以下【n=771】

E 2人以上の世帯・世帯主65歳以上【n=339】

図表16　世帯類型×平日の生鮮食品の買い物をする時
間帯

図表18　世帯類型×生鮮食品の買い物で重視してい
ること（複数回答）（上位抜粋）

重視順位

世帯類型
1位 2位 3位

A  単身世帯・
世帯主64歳以下
【n=342】

品質や鮮度の
良さ

自宅から店ま
での距離

価格の安さ

74.3% 45.6% 43.9%

B　単身世帯・
世帯主65歳以上
【n=350】

品質や鮮度の
良さ

信頼できる店
であること

品ぞろえの良
さ

64.6% 53.4% 45.1%

C 2人以上の世
帯・1人 収 入・
世帯主64歳以下
【n=558】

品質や鮮度の
良さ

価格の安さ
自宅から店ま
での距離

87.6% 50.0% 47.8%

D　2人 以 上 の
世帯・共働き・
世帯主64歳以下
【n=775】

品質や鮮度の
良さ

自宅から店ま
での距離

価格の安さ

83.6% 47.9% 45.4%

E　2人以上の世
帯・世帯主65歳
以上【n=343】

品質や鮮度の
良さ

品ぞろえの良
さ

自宅から店ま
での距離

78.1% 50.7% 44.9%

図表17　生鮮食品の買い物で重視していること（複数
回答）（10％以上を抜粋）

43.7%

79.4%

43.7%

45.7%

16.2%

16.1%

43.1%

22.8%

11.1%

14.4%

14.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

価格の安さ

品質や鮮度の良さ

信頼できる店であること

自宅から店までの距離

営業時間

店で食材以外の商品も
購入できること

品ぞろえの良さ

仕事の行き帰りに
買い物できること

チラシ等の情報

ポイントを貯める
ことができること

特売日や特売商品
があること

【2,650 】

（４）生鮮食品の買い物で重視していること

生鮮食品の買い物で重視していることは、「品

質や鮮度の良さ」が８割で最も高く、「自宅から

店までの距離」、「価格の安さ」、「信頼できる店で

あること」、「品ぞろえの良さ」が４割を超えてい

ます（図表17）。

生鮮食品の買い物で重視していることは、どの

世帯類型でも「品質や鮮度の良さ」の割合が最も

高いですが、２、３位は世帯類型によって異な

ります（図表18）。世帯主64歳以下の「単身」世

帯（タイプ A）、「共働き」世帯（タイプ D）では、

仕事の帰り等に買い物することから「自宅から店

までの距離」が、２位となっています。
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３　外食の頻度

４割半の世帯が、外食を週１回以上しています

（図表19）。

世帯主64歳以下の「単身」世帯（タイプ A）

が特に頻繁に外食をしています（図表20）。ま

た、世帯主65歳以上の世帯（タイプ B、E）に比

べ、世帯主64歳以下の世帯（タイプ A、C、D）は、

外食の頻度が高い傾向があります。

４　インターネットを利用した買い物

半数以上の世帯が、インターネットを利用した

買い物を月１回以上しています（図表21）。

特に64歳以下の世帯（タイプ A、C、D）で頻

繁に利用されています（図表22）。

21.0%

23.5%

20.9%

11.9%

6.6%

12.9%

無回答
3.2%

【n=2,757】

週に2回
以上

週に1回
程度月に

2～3回　
程度　　　

月に1回程度

数か月に1回程度

ほとんどしない・しない

9.3%

15.5%

20.3%

14.2%10.1%

5.8%

7.9%

11.9%

無回答
5.0%

週に2回以上

　 週に
1回程度

月に2～3
回程度

月に
1回程度数か月に1回程度

ほとんど利用しない

インターネットを買い物
には利用していない

インターネットは、
利用していない

【n=2,757】

図表19　外食の頻度

図表20　世帯類型×外食の頻度

10.6%

26.0%

19.1%

11.9%

48.1%

17.5%

32.7%

31.4%

13.9%

14.7%

25.9%

23.1%

27.7%

14.8%

12.4%

17.2%

9.6%

11.3%

14.8%

5.2%

10.9%

4.8%

5.1%

9.2%

3.5%

17.8%

3.7%

5.3%

35.3%

16.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

E 2人以上の世帯・
世帯主65歳以上

【n=348】

D 2人以上の世帯・
共働き・世帯主64
歳以下【n=788】

C 2人以上の世帯・
1人収入・世帯主64

歳以下【n=566】

B 単身世帯・
世帯主65歳以上

【n=337】

A  単身世帯・
世帯主64歳以下

【n=347】

週に2回以上 週に1回程度
月に2～3回程度 月に1回程度
数か月に1回程度 ほとんどしない・しない

※無回答は集計から除く。

⇒多様な生活スタイルと多様な消費行動

　世帯類型によって、商品の購入先、買い物をする時間帯、買い物で重視していること、外食

の頻度、インターネットを利用した買い物状況に特徴が見られる。

図表21　インターネットを利用した買い物の頻度

8.3%

40.3%

36.4%

1.0%

23.1%

18.5%

46.3%

43.2%

10.1%

46.7%

16.4%

8.1%

10.7%

7.1%

11.7%

13.1%

2.4%

3.0%

10.4%

7.1%

17.6%

2.0%

4.1%

20.5%

6.3%

26.2%

0.9%

2.7%

51.0%

5.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ほとんど利用しない
インターネットを買い物
には利用していない

インターネットは、
利用していない

E 2人以上の世帯・
世帯主65歳以上

【n=351】

D 2人以上の世帯・
共働き・世帯主

64歳以下【n=308】

C 2人以上の世帯・
1人収入・世帯主
64歳以下【n=563】

B 単身世帯・
世帯主65歳以上

【n=789】

A 単身世帯・
世帯主64歳以下

【n=336】

週に 1 回以上 月に 1 回以上
数か月に 1 回程度

※無回答は集計から除く。

図表22　世帯類型×インターネットを利用した買い物
の頻度
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５　近隣商店街との関係

（１）近隣商店街の認識

「近隣に商店街がある」と回答した割合は５割

弱、「近隣に商店街はない」と回答した割合は４

割弱となっています（図表23）。

近隣に商店街があるにもかかわらず、「赤坂・

青山地域」、「芝浦地域」では４～５割が「近隣に

商店街がない」と回答しています（図表24）。飲

食店が多いエリアのため、商店街と認識していな

いと考えられます。なお、「港南地域」と「台場

地域」の調査対象集合住宅の近隣には、商店街が

ありません（「台場地域」には、商業施設ごとに

テナント会があります。）。

図表23　近隣商店街の認識

49.0%

6.7%

37.9%

無回答
6.3%

【n=2,757】

近隣に
商店街
がある

近隣に商店街が
あるかどうか
分からない

近隣に
商店街
はない

図表24　居住地域×近隣商店街の認識

66.7%

98.8%

36.8%

90.1%

46.8%

20.9%

14.3%

5.4%

0.0%
7.5%

0.7%

10.6%

9.7%

4.8%

28.0%

1.3%

55.8%

9.2%

42.6%

69.4%

81.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

※無回答は集計から除く。

芝地域
【n=261】

麻布地域
【n=80】

赤坂 ・青山地域
【n=468】

高輪 ・白金地域
【n=434】

芝浦地域
【n=1,015】

港南地域
【n=196】

台場地域
【n=126】

近隣に商店街がある
近隣に商店街があるかどうかわからない
近隣に商店街はない

頻繁に買い物
に行く

14.8%

ときどき
買い物に行く

47.0%

ほとんど買い物
に行かない

35.0%

無回答
3.2%

【n=1,352】図表25　近隣商店街の利用状況

図表26　近隣商店街または店・スーパー等への要望
（「とてもそう思う」「まあそう思う」の合計）

71.1%

87.8%

15.5%

25.5%

68.2%

30.6%

26.7%

21.1%

41.3%

28.0%

15.8%

0.0% 50.0% 100.0%

ア 商品の価格を安くして
欲しい

イ 品質や鮮度の良い商品
を扱って欲しい

ウ 開店時刻を早めて欲し
い

エ 閉店時刻を遅らせて欲
しい

オ 様々な業種の店が集
積して欲しい

カ 宅配サービスをして欲
しい

キ 駐輪場、駐車場を整備
して欲しい

ク インターネットで情報配
信して欲しい

ケ 統一したポイントを導入
して欲しい

コ 高齢者の見守りなどを
して欲しい

サ 外国語の表記をつけて
欲しい

【n=2,757】

（２）近隣商店街の利用状況・要望

「近隣に商店街ある」と回答した世帯も、近隣

の商店街を頻繁に利用しているわけではありませ

ん（図表25）。

商店街等への要望では、「イ 品質や鮮度の良い

商品を扱って欲しい」が９割弱で最も高く、「ア 

商品の価格を安くして欲しい」、「オ 様々な業種

の店が集積して欲しい」が７割前後で続いていま

す（図表26）。
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（３）商店街のイベントやお祭り

商店街の活性化を目的としたイベントやお祭り

などには、半数近くが「よく行っている」、「時々

行っている」と回答しています（図表27）。

しかし、イベントやお祭りへ「よく行ってい

る」と回答した世帯でも、「頻繁に買い物に行く」

と回答した世帯は２割にとどまっています（図表

28）。

６　自由回答

「港区消費調査」では、1,312世帯（全体の

47.6％）が自由回答に記入しています。

「B 買いたいもの・必要なものが揃わないこと

について」、「D スーパー・ショッピングセンター

等の希望について」が特に多くなっています（図

表29）。

図表27　商店街のイベントやお祭り 【n=2,757】

よく行っている
7.4%

39.2%

31.8%

1.8%

17.1%

無回答
2.6%

　　時々
行っている

イベントやお祭りの
存在は知っているが、
行ったことはない

イベントやお祭りは
行われていない

イベントやお祭りが行われて
いるかどうか分からない

図表28　商店街のイベントやお祭り×近隣商店街の
利用状況（「近隣に商店街がある」）

19.7%

9.1%

11.8%

15.2%

21.4%

41.0%

54.5%

45.0%

51.3%

52.4%

39.3%

36.4%

43.1%

33.6%

26.2%

0% 50% 100%

頻繁に買い物に行く ときどき買い物に行く

ほとんど買い物に行かない

イベントやお祭りが
行われているか

どうか分からない
【n=117】

イベントやお祭りは
行われていない

【n=11】

イベントやお祭りの
存在は知っているが、

行ったことはない
【n=422】

時々行っている
【n=593】

よく行っている
【n=145】

図表29　自由回答の分類項目別回答数と割合

分類項目
分類項目別

回答数
割　合

A 商品についての不満 276 13.6%

B 買いたいもの・必要なものが揃わない
ことについて

333 16.5%

C 買い物先へのアクセスについて 141 7.0%

D スーパー・ショッピングセンター等
の希望について

309 15.3%

E 特定スーパーへの苦情 77 3.8%

F 個人商店・商店街について 99 4.9%

G 宅配・ネット・通販について 107 5.3%

H 外食について 77 3.8%

I プレミアム商品券について 36 1.8%

J 子どもに関することについて 77 3.8%

K 高齢・健康・バリアフリーについて 101 5.0%

L 区の施策について 26 1.3%

M その他 280 13.8%

N 特になし 84 4.2%

合計 2,023 100.0%

※１つの回答が複数の項目に分類されて集計されている場合
があるため、分類項目別の回答数の合計は回答数1,312世帯
と一致しない。

⇒「大都市中心部であるにもかかわらず」、「大都市中心部であるがゆえ」の問題

　「大都市中心部であるにもかかわらず」、地域住民を対象とした多様な店が集まっていない。

　「大都市中心部であるがゆえ」に集客を目的とした店舗が集積し、商店街と認識されていない。
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１　店舗・事業所について

（１）主な業務 

「飲食業」の割合が最も高く、約４割を占めて

います2（図表30）。

商店街エリア別に見ると、「飲食業」が半数を

超えるエリアがある一方、「物品販売業」が半数

弱を占めるエリアもあります（図表31）。

（２）企業形態

「個人経営」の割合が最も高く、次いで「株式

会社（支店）」、「有限会社」、「株式会社（本社）」

となっています（図表32）。

商店街エリア別に見ると、「個人経営」が半数

を超えるエリアがある一方、“チェーン店”が多

く含まれると考えられる「株式会社（支店）」が

３～４割を占めるエリアもあります（図表33）。

26.2%

28.5%

28.0%

13.6%

38.0%

46.3%

21.9%

39.4%

19.5%

52.4%

36.8%

32.0%

53.6%

32.0%

14.6%

31.3%

15.2%

39.0%

21.4%

34.7%

40.0%

32.7%

30.0%

39.0%

46.9%

45.5%

41.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

物品販売業 飲食業 その他

※無回答は集計から除く。

赤坂一ツ木通り商店街
振興組合エリア【n＝110】

芝商店会エリア
【n＝42】

麻布十番商店街
振興組合エリア

【n＝144】
日赤通り商栄会エリア

【n＝25】

白金北里通り商店会エリア
【n＝50】

白金商店会エリア
【n＝41】

白金プラザ会エリア
【n＝32】

メリーロード高輪エリア
【n＝33】

芝浦商店会エリア
【n＝41】

図表31　商店街エリア×主な業務

図表32　企業形態 【n=522】

個人経営
33.5%

19.0%
21.1%

有限会社
20.9%

その他
5.0%

無回答
0.6%

株式会社（本社）
株式会社（支店）

46.3%

24.5%

25.0%

32.7%

51.1%

48.7%

46.7%

61.3%

15.8%

14.6%

25.9%

16.7%

26.9%

12.8%

7.7%

23.3%

3.2%

21.1%

7.3%

30.2%

29.2%

28.8%

4.3%

5.1%

16.7%

12.9%

39.5%

31.7%

19.4%

29.2%

11.5%

31.9%

38.5%

13.3%

22.6%

23.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個人経営 株式会社（本社）
株式会社（支店） 有限会社

※無回答は集計から除く。

赤坂一ツ木通り商店街
振興組合エリア【n＝104】

芝商店会エリア
【n＝41】

麻布十番商店街
振興組合エリア

【n＝139】
日赤通り商栄会エリア

【n＝24】

白金北里通り商店会エリア
【n＝47】

白金商店会エリア
【n＝39】

白金プラザ会エリア
【n＝30】

メリーロード高輪エリア
【n＝31】

芝浦商店会エリア
【n＝38】

図表33　商店街エリア×企業形態

Ⅲ「港区における商店街・商店等実態調査」の概要

　　　　　　　　　　　　　　
2 中小企業庁「平成27年度 商店街実態調査報告書」（平成28年３月）によると、飲食店の割合は30.0％であり、全

国平均と比べて港区の飲食業の割合は高いと考えられます。

図表30　主な業務

　　【n=522】

物品販売業
26.8%

飲食業

37.4%

その他
35.1%

無回答
0.8%
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（３）開業時期 

「2009年以降（リーマンショック以降）」に開

業した店舗・事業所の割合が最も高く、次いで

「1990年以前（バブル崩壊前）」、「1991～2008年

（バブル崩壊からリーマンショック前）」となって

います（図表34）。

商店街エリア別に見ると、「2009年以降」が半

数を超えるエリアがある一方、「1990年以前」が

半数を超えるエリアもあります（図表35）。

（４）経営者または店長の年齢 

「30歳代」から「70歳以上」まで、各年齢層と

も２割前後です（図表36）。

主な業務別に見ると、「物品販売業」では「60

歳以上」が半数弱を占める一方、「飲食業」では

40歳代以下が半数を超えています（図表37）。

図表34　開業時期 【n=522】

30.1%

28.2%

35.6%

無回答
6.1% 1990年以前

（バブル崩壊前）

1991～2008年
（バブル崩壊から
リーマンショック前）

2009年以降
（リーマンショック
以降）

50.0%

26.8%

26.1%

19.4%

51.1%

51.3%

15.6%

63.3%

15.8%

23.8%

26.8%

43.5%

29.1%

15.6%

33.3%

50.0%

23.3%

44.7%

26.2%

46.4%

30.4%

51.5%

33.3%

15.4%

34.4%

13.3%

39.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

※無回答は集計から除く。

赤坂一ツ木通り商店街
振興組合エリア【n＝103】

芝商店会エリア
【n＝42】

麻布十番商店街
振興組合エリア

【n＝138】
日赤通り商栄会エリア

【n＝23】

白金北里通り商店会エリア
【n＝45】

白金商店会エリア
【n＝39】

白金プラザ会エリア
【n＝32】

メリーロード高輪エリア
【n＝30】

芝浦商店会エリア
【n＝38】

1990年以前 1991～2008年 2009年以降

図表35　商店街エリア×開業時期

図表36　経営者または店長の年齢 【n=522】

2.3%

16.5%

23.0%

21.3%

19.3%

16.3%

無回答
1.3%

30歳未満

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳
以上

図表37　主な業務×経営者または店長の年齢

17.7%

18.0%

13.9%

18.8%

31.4%

18.2%

27.6%

18.0%

18.2%

19.3%

18.0%

21.9%

14.4%

11.3%

26.3%

2.2%

3.1%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他
【n=181】

飲食業
【n=194】

物品販売業
【n=137】

30歳未満 30歳代 40歳代

50歳代 60歳代 70歳以上

※無回答は集計から除く。　
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（５）年間売上げの増減 

「減少傾向」（「やや減少した」と「減少した」

の合計）が「増加傾向」（「増加した」と「やや増

加した」の合計）をわずかに上回っています（図

表38）。

年間売上げの増加要因について自由に記述を求

めた結果、「口コミやインターネット等による認

知度の上昇」との回答が多くありました。発信力

のある店舗・事業所が売上げを伸ばしていると考

えられます（図表39）。

主な業務別に見ると、「物品販売業」では「減

少傾向」が「増加傾向」を大きく上回っています

（図表40）。

企業形態別に見ると、「株式会社（本社）」及び

「株式会社（支店）」では「増加傾向」が「減少傾

向」を上回っているのに対して、「有限会社」及

び「個人経営」では「減少傾向」が「増加傾向」

を上回っています（図表41）。

図表39　年間売上げ増加要因の分類別回答状況

分　類　項　目
分類項目別
回答数

割　　合

A　近隣住民の増加 5 2.9%

B　客数・単価等の増加 35 20.3%

C　常連やリピーターの増加 9 5.2%

D　外国人客や観光客の増加 11 6.4%

E　口コミやインターネット等によ
る認知度の上昇

49 28.5%

F　サービス・品質等の向上 10 5.8%

G　新商品・品ぞろえの充実 9 5.2%

H　独自取組、企業努力 10 5.8%

I　リニューアル・改装等の影響 5 2.9%

J　店長の交代、スタッフ教育
　 （接客向上）

10 5.8%

K　競合店の移転・閉店 5 2.9%

L　社会経済状況の影響 4 2.3%

M　その他 10 5.8%

合　　計 172 100.0%

図表38　年間売上げの増減         【n=522】

増加した
10.5%

やや増加した
16.9%

変化なし

27.2%
やや減少した

16.7%

減少した
14.8%

無回答
14.0%

図表40　主な業務×年間売上げの増減

11.4%

14.7%

10.5%

18.7%

18.8%

21.6%

21.1%

35.3%

35.9%

23.6%

18.2%

17.0%

25.2%

12.9%

15.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増加した やや増加した 変化なし

やや減少した 減少した

物品販売業
【n=123】

飲食業
【n=173】

その他
【n=155】

図表41　企業形態×年間売上げの増減

5.0%

20.0%

6.0%

8.6%

30.7%

16.1%

13.3%

10.7%

14.9%

24.7%

19.3%

20.0%

28.7%

37.6%

41.0%

26.0%

20.8%

12.9%

20.5%

23.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増加した やや増加した 変化なし
やや減少した 減少した

※無回答は集計から除く。

有限会社
【n=101】

株式会社（支店）
【n=93】

株式会社（本社）
【n=83】

個人経営
【n=150】

【n=427】
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（７）今後の事業予定 

「同程度の事業規模で継続を予定」の割合が最

も高く、約６割を占めています（図表44）。

開業時期別に見ると、新しい店舗・事業所ほ

ど「事業規模の拡大を予定」する割合が高く、営

業年数が長い店舗・事業所ほど「閉店・廃業を予

定」する割合が高くなっています（図表45）。

（６）経営上の課題 

「新たな顧客・販売先」の割合が最も高く、次

いで「自店の効果的な PR」、「人材確保」、「人材

育成」となっています（図表42）。

商店街エリア別に見ると、「差別化」や「店舗の

修繕・改築」が上位のエリアもあります（図表43）。

図表43　商店街エリア×経営上の課題（複数回答）
（上位抜粋）
経営上の

 課題順位
商店街
エリア

1位 2位 3位

芝商店会エリア
【n=39】

1 新たな顧
客 ･販売先

5 自店の効
果的な PR

9 店舗の修
繕・改築

51.3% 41.0% 35.9%

麻布十番商店街
振興組合エリア

【n=132】

1 新たな顧
客・販売先

12 人材確保 13 人材育成

54.5% 45.5% 41.7%

日赤通り商栄会
エリア
【n=23】

1 新たな顧
客・販売先

4 差別化 12 人材確保

47.8％ 47.8％ 34.8％

赤坂一ツ木通り
商店街振興組合
エリア【n=106】

1 新たな顧
客・販売先

5 自店の効
果的な PR

12 人材確保

55.7% 39.6% 36.8%

白金北里通り
商店会エリア
【n=44】

1 新たな顧
客・販売先

12 人材確保
5 自店の効
果的な PR

45.5% 34.1% 31.8%

白金商店会エリア
【n=31】

1 新たな顧
客 ･販売先

5 自店の効
果的な PR

4 差別化／
9 店舗の修
繕・改築

51.6% 45.2% 29.0%

白金プラザ会エリア
【n=29】

1 新たな顧
客・販売先

5 自店の効
果的な PR

4 差別化／
13 人材育成

62.1% 37.9% 31.0%

メリーロード高輪
エリア
【n=31】

1 新たな顧
客・販売先

5 自店の効
果的な PR

9 店舗の修
繕・改築

61.3% 45.2% 25.8%

芝浦商店会エリア
【n=34】

1 新たな顧
客・販売先

12 人材確保 13 人材育成

58.8% 50.0% 50.0%

54.4%

11.7%

24.1%

25.4%

38.4%

22.2%

14.3%

14.3%

24.9%

13.6%

36.0%

33.5%

19.2%

14.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

1. 新たな顧客･販売先

2. 新たな販売ルート

3. 商品･サービスの企画

4. 差別化

5. 自店の効果的なＰＲ

6. 顧客ニーズの把握

7. 資金繰り

8. 店舗の賃借料

9. 店舗の修繕･改築

11. 後継者

12. 人材確保

13. 人材育成

14. 外国人顧客への対応

18. 業務の効率化

※無回答は集計から除く。

図表42　経営上の課題（複数回答） 　【n=469】

図表44　今後の事業予定 　【n=522】

事業規模の
拡大を予定

13.8%

同程度の事業規模
で継続を予定

59.4%
事業規模の
縮小を予定

5.7%

事業転換を予定
1.5%

新たな事業への
進出を予定 4.0%

閉店・廃業を
予定 6.5%

無回答 9.0%

図表45　開業時期×今後の事業予定

13.4%

23.4%

62.8%

72.4%

63.7%

5.5% 10.3%

3.7%
4.7%

0.7%

2.2%

1.8%

4.1%

3.7%

5.3%

16.6%

4.5%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1990年以前
【n＝145】

1991～2008年
【n＝134】

2009年以降
【n＝171】

事業規模の拡大を予定
事業転換を予定
同程度の事業規模で継続を予定

新たな事業への進出を予定
事業規模の縮小を予定

閉店・廃業を予定

※無回答は集計から除く。　
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２　消費者について

（１）主要な客層 

「会社員」の割合が最も高く、半数を超え、次

いで「主婦・主夫」、「高齢者」となっています

（図表46）。

商店街エリア別に見ると、「会社員」が８割弱

を占めるエリアがある一方、近隣の「主婦・主

夫」や「高齢者」を主要な客層とするエリアもあ

ります（図表47）。

年間売上げの増減別に見ると、「減少傾向」で

は「増加傾向」と比べて、「主婦・主夫」や「高

齢者」を主要な客層とする割合が高くなっていま

す（図表48）。

図表47　商店街エリア×主要な客層（1位）（上位抜粋）

　主要な客層（1位）
の順位

商店街エリア

1位 2位 3位

芝商店会エリア
【n ＝41】

会社員 主婦・主夫 高齢者

78.0% 9.8% 7.3%

麻布十番商店街
振興組合エリア
【n ＝137】

会社員 主婦・主夫 高齢者

52.6% 24.8% 12.4%

日赤通り商栄会
エリア【n ＝23】

主婦・主夫 会社員 高齢者

39.1% 30.4% 17.4%

赤坂一ツ木通り商店街
振興組合エリア
【n ＝107】

会社員 高齢者 主婦・主夫

79.4% 5.6% 4.7%

白金北里通り商店会
エリア【n ＝47】

会社員 高齢者 主婦・主夫

34.0% 27.7% 25.5%

白金商店会エリア
【n ＝35】

主婦・主夫 会社員 高齢者

42.9% 31.4% 14.3%

白金プラザ会エリア
【n ＝30】

会社員 主婦・主夫 家族連れ

60.0% 30.0% 10.0%

メリーロード高輪
エリア【n ＝32】

主婦・主夫 会社員 家族連れ / 高齢者

43.8% 31.3% 9.4%

芝浦商店会エリア
【n ＝34】

会社員 主婦・主夫 高齢者

76.5% 8.8% 5.9%

図表46　主要な客層（１位） 

主婦・
主夫
20.1% 家族連れ

3.1%
高齢者
10.2%

学生・若者
1.5%

会社員

53.1%

日本人観光客
0.4%

外国人観光客
0.8%

日本居住外国人
0.8% その他

3.3%
無回答

6.9%

【n=522】

図表48　年間売上げの増減×主要な客層（１位）

22.5%

30.2%

4.9%

16.7%

62.0%

46.3%

4.2%

1.2%

1.4% 2.8%

4.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

主婦・主夫 家族連れ 高齢者
学生・若者 会社員 日本人観光客
外国人観光客 日本居住外国人 その他

※無回答は集計から除く。　

増加傾向
【n＝142】

減少傾向
【n＝162】

0.6%

0.7%

0.7%
0.6%

0.7%

0.0%

0.0%
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（２）近隣住民の来店状況 

近隣住民の来店が「３割以下」（「ほとんどいな

い」と「１～３割程度」の合計）が半数弱を占め

ています（図表49）。

商店街エリア別に見ると、「３割以下」が８割

を超えるエリアがある一方、「４割以上」が７割

半を占め、近隣住民の来店が多いエリアもありま

す（図表50）。

３　商店街・商店会について

（１）商店街の状況 

商店街が「賑わっていない」と認識している割

合が４割弱を占めています。（図表51）。

企業形態別に見ると、「有限会社」及び「個人

経営」では「賑わっていない」が「賑わってい

る」を上回っています（図表52）。

図表49　近隣住民の来店状況の認識 【n=522】

ほとんどいない

15.9%

33.1%

18.2%

15.5%

6.5%

わからない
4.0%

無回答
6.7%

1～3割程度

4～6割程度

7～8割程度

9割以上

図表50　商店街エリア×近隣住民の来店状況の認識

67.6%

55.1%

45.5%

83.5%

38.6%

25.0%

25.0%

26.7%

58.8%

32.4%

44.9%

54.5%

16.5%

61.4%

75.0%

75.0%

73.3%

41.2%

0% 50% 100%

3割以下 4割以上

※無回答は集計から除く。

芝商店会エリア
【n＝37】

麻布十番商店街振興
組合エリア 【n＝136】

日赤通り商栄会エリア
【n＝22】

赤坂一ツ木通り商店街振興
組合エリア 【n＝103】

白金北里通り商店会
エリア 【n＝44】

白金商店会エリア
【n＝32】

白金プラザ会エリア
【n＝28】

メリーロード高輪エリア
【n＝30】

芝浦商店会エリア
【n＝34】

図表51　商店街の状況 【n=522】

賑わっ

ている

27.2%

37.0%

わから
ない

25.5%

無回答
10.3%

賑わって
いない

図表52　主な業務×商店街の状況

17.2%

39.4%

38.9%

26.1%

55.6%

26.3%

26.7%

51.6%

27.3%

34.3%

34.4%

22.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

賑わっている 賑わっていない わからない

※無回答は集計から除く。

有限会社
【n=99】

株式会社 （支店）
【n=99】

株式会社 （本社）
【n=90】

個人経営
【n=157】



16

（２）商店街活動への協力 

商店街活動に「消極的だが協力している」割合

が最も高く、次いで「商店街（商店会）には加盟

していない」、「積極的に協力している」となって

います（図表53）。

企業形態別に見ると、「商店街（商店会）には

加盟していない」割合は「個人経営」が最も高く、

次いで「株式会社（本社）」、“チェーン店”が多

く含まれると考えられる「株式会社（支店）」と

なっています（図表54）。

（３）商店街振興事業の有効性 

区が行う商店街振興事業を「有効」（「大いに有

効」と「やや有効」の合計）と認識している割合

は、「商店街等の魅力発信イベント等への支援」

の割合が最も高く、次いで「商店街の多言語対

応」、「商店街イベントのＰＲ」、「空き家店舗等の

有効活用の検討」となっています（図表55）。

図表53　商店街活動への協力 【n=522】

15.5%

26.2%

14.9%13.0%

9.2%

18.2%

無回答
2.9% 積極的に協力

している

消極的だが
協力している

どちらとも言えない
あまり協力
していない

協力していない

商店街 （商店会）
には加盟して
いない

図表54　企業形態×商店街活動への協力

22.5%

7.3%

19.6%

12.9%

36.3%

22.0%

22.7%

28.1%

9.8%

21.1%

17.5%

13.5%

13.7%

17.4%

13.4%

10.5%

5.9%

11.9%

6.2%

12.3%

11.8%

20.2%

20.6%

22.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有限会社
【n=102】

株式会社（支店）
【n=109】

株式会社（本社）
【n=97】

個人経営
【n=171】

積極的に協力している 消極的だが協力している

どちらとも言えない あまり協力していない

協力していない 商店街（商店会）には加盟していない

※無回答は集計から除く。　

図表55　商店街振興事業への有効性 【n=522】　　　

51.0%

42.5%

41.0%

33.0%

33.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

商店街等の魅力発信イベント等への支援

商店街の多言語対応

商店街イベントのＰＲ

空き店舗等の有効活用の検討

商店街のブランド強化事業

商店の事業継続に向けた
新たな事業進出等への支援事業

区内共通商品券の発行支援

商店街マネジメント力強化事業

57.7%

55.0%

54.8%
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「第１類型」

近隣に住む「主婦・主夫」や「高齢者」を主要な客層とする商店街エリア

「第２類型」

飲食店の割合が高く、「会社員」を主要な客層とする商店街エリア

「第３類型」

第１類型と第２類型の中間にある商店街エリア

４　主要な客層と商店街エリア

特徴に差がある商店街エリアを大きく３つのタイプに分類できます（図表56、57）。

芝商店会エリア

麻布十番商店街
振興組合エリア

日赤通り商栄会エリア

赤坂一ツ木通り商
店街振興組合エリア

白金北里通り商店会エリア白金商店会エリア

白金プラザ会エリア

メリーロード高輪
エリア

芝浦商店会エリア

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

主な業務 「飲食業」 の割合

主
要
な
客
層

（
１
位
）
「
会
社
員
」
の
割
合

第２類型

第３類型

第１類型

図表56　主要な客層（１位）「主婦・主夫」と「高齢者」
の合計×近隣住民の来店状況認識「４割以上」

　図表57　主要な客層（１位）「会社員」×主な業務
　　　　「飲食業」

芝商店会エリア

麻布十番商店街
振興組合エリア

日赤通り商栄会
エリア

赤坂一ツ木通り商
店街振興組合エリア

白金北里通り
商店会エリア

白金商店会エリア

白金プラザ会エリア

メリーロード高輪
エリア

芝浦商店会エリア

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

第２類型

近隣住民の来店状況の認識 「４割以上」 の割合

主
要
な
客
層

（
１
位
）
「
主
婦

・
主
夫
」
と

「
高
齢
者
」
の

割
合
の
合
計

第３類型

第１類型

⇒調査が示唆する港区の商店街の特徴

①各商店街エリアで特徴が大きく異なる。

②経営者の高齢化、集客力 ･話題性のある店舗が少ないなど「全国的な商店街問題」がそのま

までは該当しない。

③近隣に住む「主婦・主夫」や「高齢者」を主要な客層とする商店街エリア内には、経営が厳

しい店舗・事業所が多く存在する。

④顧客の特徴をうまくつかむことができれば発展する可能性がある。



18

１　地域と商店街の特徴に配慮した商店街振興

港区の商店街全体を対象とした施策だけでなく、個々の商店街エリアや地域・周辺環境の特徴を捉え

た上で、特徴に合わせた対応を考えていく必要があります。

Ⅳ 港区施策の方向性について

図表58　商店街の類型ごとの特徴、施策の方向性

特徴・
施策

類型
主要な客層 商店街エリアの現状 施策の方向性（具体例）

第 1類型

近隣に住む

「主婦・主夫」

「高齢者」

近隣住民も商店街が近くにあることを知っ

ているが、積極的に商店街が利用されてい

ない。

地域に向けた新たな商品・サービスを提供

する店舗の出店支援、地域に不足する業種

の把握と出店支援、住民の消費要求に応え

た新たなイベントの開催など。

第 2類型

区内外から通

勤する

「会社員」

飲食店を中心とし、東京2020オリンピック・

パラリンピック競技大会をビジネスチャン

スと捉え、多言語化の必要性を認識する店

舗・事業所が多い。

区と商店街が連携し、個々の店舗・事業所

が集客力を高めるための外国語対応支援、

安全・安心な繁華街づくりのための環境整

備やパトロールなど。

第 3類型

多様な客層

「会社員」

「主婦・主夫」

「高齢者」

「観光客」

区民が日常的に買い物し、働く人たちの食

事や買い物の場であると同時に、観光客が

訪れている。

区と商店街に加え、観光協会等が連携して、

商店街振興と観光振興を積極的に結びつけ

ることで集客力を更に高めるような支援な

ど。

２　調査対象以外の商店街エリアについて

３類型に合わせた商店街施策を検討し、調査対象以外にその範囲を拡大する必要があります。

３　個性のある個店への支援

多様な消費スタイルに合わせたニッチな需要に対応し、個々の商店街エリアの特徴を生かして事業を

始めようとする商店・事業者に対して積極的に出店を奨励することも必要です。
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商店街名

芝
地
区
総
合
支
所
管
内

❶ ニュー新橋ビル地下商店会

❷ ニュー新橋ビル一階商店会

❸ ニュー新橋ビル二階商店会

❹ ニュー新橋ビル三階三栄会

❺ ニュー新橋ビル四階商店会

❻ 新橋駅前ビル商店会

❼ 新橋西口通り共栄会

❽ 烏森商店会

❾ 新橋柳通商店会

❿ 新橋烏森通商店会

⓫ 新橋二丁目烏森通り商店会

⓬ 新橋駅表口通り愛柴会

⓭ 新橋赤レンガ通り発展会

⓮ 新橋仲通り会

⓯ 芝神明商店会

⓰ 大門振興会

⓱ 芝商店会

⓲ 三田商店街振興組合

⓳ 森永エンゼル街

⓴ 慶応仲通り商店会

� 田町センタービルピアタ会

� 三田地蔵通り商店会

麻
布
地
区
総
合
支
所
管
内

� 六本木三栄商店会

� 麻布十番商店街振興組合

� 東麻布商店会

� 初音商店会

� 仙台坂商店睦会（休会中）

� 日赤通り商栄会

� 六本木商店街振興組合

� 六本木材木町商店会

� 新一の橋商店会

赤
坂
地
区
総
合
支
所
管
内

� 赤坂通り商店会

� 赤坂第一商店会

�
赤坂一ツ木通り商店街振興

組合

� 赤坂みすじ通り会

�
エスプラナード赤坂商店街

振興組合

� 赤坂福榎商店会

� 青山南一商振会

� 青山表参道商店会

� 青山三丁目商店会

� 青山長者丸商店会

� 青山一・二丁目商栄会

� 青山外苑前商店街振興組合

高
輪
地
区
総
合
支
所
管
内

� プラチナヒルズ商栄会

� 魚らん銀座商店会協同組合

� 白金商店会

� 白金北里通り商店会

� メリーロード高輪

� 高輪台商店会

� 白金プラザ会

� 高輪泉岳寺前商店会

芝
浦
港
南
地
区
総
合
支
所
管
内

� 芝浦商店会

�
アクアシティお台場テナン

ト会

� 芝浦一丁目商店会

� 芝浦二丁目商店会

�
デックス東京ビーチテナン

ト会

� 品川駅港南商店会
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図表2-3-10　港区商店街連合会加盟商店街位置図

（資料）港区産業・地域振興支援部産業振興課　提供データから作成
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図表59　港区商店街連合会加盟商店街位置図
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